
平成30年度香川県国民健康保険事業特別会計決算概要

令和元年９月１１日
第１回香川県国民健康保険運営協議会

資料１

１ 一般被保険者数

○ 一般被保険者数（年度平均）は、206,752人（推計値207,578人） 。
平成29年度平均（211,883人）と比べ、5,131人の減少。

○ うち70歳以上の被保険者数（年度平均）は、52,517人（推計値49,746人） 。
平成29年度平均（48,039人）と比べ、4,478人の増加。

２ １人当たり診療費（一般被保険者）

○ １人当たり診療費は、 441,307円（推計値440,531円） 。
平成29年度（430,651円）と比べ、10,656円の増加。

○ 70歳以上の被保険者数の割合が高まったことも増加の要因。

３ 県全体の保険給付費

○ 保険給付費は、780億3,510万円（推計値 775億6,769万円）。
○ 70歳以上の被保険者数（現役並み所得者を除く） （年度平均）が推計値より

も2,845人増加したため、保険給付費は増加したと考えられる。

４ 決算概要

○ 決算額
【歳入】９７４億６７百万円
【歳出】９５９億３７百万円

→１５億３０百万円の繰越⾦
○ １５億３０百万円のうち、約１４億円が国療養給付費負担⾦の返還予定額で

あり、年度末に確定予定。

○ 平成３０年度末基⾦残高 ２０億９，８６５万円
・ 本体基⾦ １４億６，６４９万円

給付増や保険料収納不⾜等により財源不⾜が⽣じた場合に備えるため
・ 特例基⾦ ６億３，２１６万円

激変緩和など新制度の円滑な施⾏のため（令和６年３⽉まで）

※推計値は、H30納付金算定時の推計値



【歳　入】

（単位：千円）

款 項 目
H30最終

予算額(A)
H30決算額

(B)
増減

（B)-（A)
説　　　明

分担金及び
負担金

負担金
国民健康保険
事業費納付金

27,311,973 27,311,973 0
保険給付費等の支払いに必要な市町か
らの納付金（保険料が主）

国庫支出金 国庫負担金
療養給付費等
負担金

17,294,555 18,027,360 732,805
保険給付費等の国負担分（保険給付費
等の32%）

高額医療費
負担金

669,870 669,870 0
１ﾚｾﾌﾟﾄ80万円以上の高額医療費の国負
担分（1/4）

特別高額医療費
共同事業負担金

39,697 39,697 0
特別高額医療費共同事業（1ﾚｾﾌﾟﾄ420万
円超のﾚｾﾌﾟﾄの200万円超の部分が対
象）拠出金の国負担分

特定健康診査
等負担金

136,266 136,266 0
市町が実施する特定健診等の国負担分
(1/3）

国庫補助金 調整交付金 8,281,009 7,563,832 ▲ 717,177

財政不均衡調整を目的とする交付金（保
険給付費等の9%)
　普通調整交付金（決算額：6,504,782）
　特別調整交付金（決算額：1,059,050）

保険者努力支援
制度交付金

544,939 544,939 0 保険者努力支援制度に係る交付金

財政安定化
基金補助金

232,333 232,333 0
国民健康保険財政安定化基金造成のた
めの補助金

療養給付費
等交付金

療養給付費等
交付金

療養給付費等
交付金

462,475 693,064 230,589
退職被保険者に係る保険給付費等の支
払いに必要な交付金

前期高齢者
交付金

前期高齢者
交付金

前期高齢者
交付金

36,480,667 36,480,667 0
前期高齢者(65歳～74歳）の偏在による
保険者間の負担の均衡を図るための交
付金

共同事業
交付金

共同事業交付金
特別高額医療費
共同事業交付金

43,545 81,528 37,983

特別高額医療費共同事業（１ﾚｾﾌﾟﾄ420万
円を超えるﾚｾﾌﾟﾄの200万円超の部分の
高額な医療費を対象として全国調整）の
交付金

財産収入 財産運用収入 利子及び配当金 202 202 0 国民健康保険財政安定化基金の預金利子

繰入金 他会計繰入金 一般会計繰入金 5,562,432 5,561,976 ▲ 456
保険給付費や特定健診等の費用のう
ち、県負担割合に応じた一般会計からの
繰入金

基金繰入金
財政安定化基金
繰入金

1,353,388 123,386 ▲ 1,230,002

特例基金繰入金（決算額123,386）
　保険者努力支援制度交付金の都道
　府県分財源として、財政安定化基金
　の特例分（財政基盤強化分）を充当

98,413,351 97,467,093 ▲ 946,258

①

合　　　　　　　　計

平成30年度国民健康保険事業特別会計決算



【歳　出】

（単位：千円）

款 項 目
H30最終

予算額(A)
H30決算額

(B)
不用額
（A)-（B)

説　　　明

総務費 総務管理費 30,176 29,734 442
職員給与費（3名分）、国保連合会負担
金、運営協議会費等

保険給付費等
交付金

保険給付費
等交付金

82,452,889 79,981,209 2,471,680

普通交付金（決算額：78,035,099）
　保険給付費の支払いに必要な市町
　への交付金
特別交付金（決算額：1,946,110）
　市町における特別の事情等により交
　付される交付金

後期高齢者
支援金等

後期高齢者
支援金等

11,736,045 11,736,044 1
後期高齢者に係る給付費等に係る財政
支援に要する経費

前期高齢者
納付金等

前期高齢者
納付金等

49,388 49,387 1
前期高齢者（65～74歳）の偏在による保
険者間の均衡を図るための納付金

介護納付金 介護納付金 3,825,165 3,825,164 1

介護保険第2号被保険者（40歳以上65歳
未満の被保険者）に係る介護保険料（医
療給付等に係る保険料と一体的に徴収
したもの）

病床転換
支援金等

病床転換
支援金等

74 73 1
医療機関が行う病床転換に要する費用
を助成する事業の事務費を拠出するも
の

共同事業
拠出金

共同事業
拠出金

74,583 70,843 3,740 特別高額医療費共同事業拠出金

財政安定化基金
支出金

財政安定化基金
支出金

2 0 2

保健事業費 保健事業費 12,494 12,481 13
市町における医療費の分析等に要する
経費

基金積立金 基金積立金 232,537 232,535 2
財政安定化基金の国費による積み増し
及び運用益

98,413,353 95,937,470 2,475,883

②

97,467,093

95,937,470

1,529,623
　繰越金

（歳入 ①－歳出 ②）

　歳入総額　①

　歳出総額　②

国民健康
保険運営
事業費

合　　　　　計


